
契約書 

 

１ 品 名  県立高等学校一人一台端末用 Windows10 ESUプログラムライセンス 

２ 納 入 場 所  長崎県教育庁教育環境整備課 

３ 使用許諾期間  令和７年10月14日から令和８年10月13日まで 

４ ライセンス料  金     円（うち消費税及び地方消費税    円） 

（月額    円） 

５ 各会計年度の支払限度額 

令和７年度 金     円 

令和８年度 金     円 

６ 契約保証金   ○○ 

 

 上記の業務について、 

  発注者 長崎県知事 大石 賢吾（以下「甲」という。）は、 

  受注者     （以下「乙」という。）との間に、別添の条項により委託契約を締結す

る。 

 

 この契約を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

     令和７年９月  日 

                甲 長崎市尾上町３番１号  

                   長崎県知事 大石 賢吾 

    

                乙  

  



（ライセンス等） 

第１条 乙は、次のライセンスの使用許諾に関して別紙仕様書のとおり甲と契約する。 

（ライセンス料の支払方法） 

第２条 甲は、ライセンス料を月割りにより毎月支払うものとする。 

２ 乙は、当該月分を翌月に甲に請求し、甲は、適法な請求書を受理したときは、これを受理した日から起算

して30日以内に乙にライセンス料を支払うものとする。 

（権利義務の譲渡等） 

第３条 乙は、本契約によって生じる権利又は義務の全部若しくは一部を甲の承諾を得た場合を除き第三者に

譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、銀行その他の金融機関等であって日本国内に本店又は支店を

有するもののうち知事が別に定めるもの及び信用保証協会に対して売掛債権を譲渡する場合にあっては、こ

の限りでない。 

２ 甲の対価の支払いによる弁済の効力は、長崎県財務会計事務電子計算処理要領に基づき、甲が支払いを予

定している日の２日前（「長崎県の休日を定める条例」に規定する休日を除く。）の財務会計端末機の運用

時間終了時に審査済入力を行っているものについて、生じるものとする。 

（契約不適合責任） 

第４条 甲は、引き渡されたライセンス（引渡しを要しない場合にあっては、甲が完了確認をした業務（無形

目的物）をいう。以下同じ。）が、種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約

不適合」という。）であるときは、乙に対し成果物の修補、代替物の引渡し（引渡しを要しない場合にあっ

ては、代替の業務（無形目的物）の実施をいう。）又は不足分の引渡し（引渡しを要しない場合にあっては、

不足分の業務（無形目的物）の実施をいう。）による履行の追完を請求することができる。ただし、その履

行の追完に過分の費用を要するときは、甲は履行の追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、乙は、甲に不相当な負担を課するものでないときは、甲が請求した方法と異なる方

法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、甲が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がない

ときは、甲は、その不適合の程度に応じてライセンス料の減額を請求することができる。ただし、次の各号

のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちにライセンス料の減額を請求することができる。 

(1) 履行の追完が不能であるとき。 

(2) 乙が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目

的を達することができない場合において、乙が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、甲がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見込みがないこ

とが明らかであるとき。 

４ 第１項又は第３項の規定は、引き渡されたライセンスの契約不適合（数量に関する契約不適合を除く。）

が甲の提供した材料の性質又は甲の与えた指図により生じたものであるときは適用しない。ただし、乙がそ

の材料又は指図が不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

５ 甲は、引き渡されたライセンスに関し、契約不適合（数量に関する契約不適合を除く。）であるときは、
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当該不適合を知った時から１年以内にその旨を乙に通知しないときは、履行の追完の請求、損害賠償の請求、

ライセンス料の減額の請求及び契約の解除をすることはできない。ただし、乙が甲にライセンスを引き渡し

た時（引渡しを要しない場合にあっては、甲が業務の完了確認をした時）において、その不適合を知り、又

は重大な過失によって知らなかったときは、この限りでない。 

（甲の任意解除権） 

第５条 甲は、業務が完了するまでの間は、次条又は第７条の規定によるほか、必要があるときは、この契約

を解除することができる。 

２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、乙に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償

しなければならない。 

（甲の催告による解除権） 

第６条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期

間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務

の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

(1) 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 

(2) 使用許諾期間の終了日までライセンスを使用許諾しないとき。 

(3) 正当な理由なく、第４条第１項の履行の追完がなされないとき。 

(4) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

（甲の催告によらない解除権） 

第７条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、催告その他の手続を要することなく、直ちに契約

の解除をすることができる。 

(1) この契約の業務を完了させることができないことが明らかであるとき。 

(2) 乙がこの契約の業務完了の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 乙の債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示

した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。 

(4) 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目

的を達することができない場合において、乙が履行をしないでその時期を経過したとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催告をしても契約をした目的を達

するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

(6) 第10条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

（甲の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第８条 第６条各号又は前条各号に定める場合が甲の責めに帰すべき事由によるものであるときは、甲は、前

２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（暴力団等の排除に係る契約解除） 

第９条 甲は、乙が長崎県が行う各種契約等からの暴力団等排除要綱（平成22年９月13日施行）別表１に掲げ

る措置要件のいずれかに該当すると認められた場合、催告その他の手続を要することなく、この契約を即時

解除することができる。 

２ 甲が、前項の規定により、この契約を解除した場合には、甲はこれによる乙の損害を賠償する責を負わな

い。 



３ 第１項の規定により契約が解除された場合は、乙はライセンス料の100分の10に相当する額を違約金とし

て甲に支払うものとする。 

４ 前項の場合において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、甲は、当該

契約保証金又は担保をもって同項の違約金に充当することができる。 

（乙の催告による解除権） 

第10条 乙は、甲がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行

がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行が

この契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

（乙の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第11条 前条に定める場合が乙の責めに帰すべき事由によるものであるときは、乙は、同条の規定による契約

の解除をすることができない。 

（解除に伴う措置） 

第12条 甲は、この契約が業務の完了前に解除された場合において、甲が利益を受ける可分な成果物がある場

合は、既済部分を検査の上、当該検査に合格した部分の引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受けたとき

は、当該引渡しを受けた既済部分（引渡しを要しない場合にあっては、甲が利益を受けるものとして完了確

認をした業務の既済部分をいう。）に相応するライセンス料を乙に支払わなければならない。 

２ 甲は、業務の完了後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理については甲及び乙が

民法の規定に従って協議して決める。 

（甲の損害賠償請求等） 

第13条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の賠償を請求することが

できる。 

(1) 委託期間内に業務を完了することができないとき。 

(2) 引き渡されたライセンスに契約不適合があるとき。 

(3) 第６条又は第７条の規定により、業務の完了後にこの契約が解除されたとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、乙は、ライセンス料の100分の10に相

当する額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

(1) 第６条又は第７条の規定により業務の完了前にこの契約が解除されたとき。 

(2) 業務の完了前に、乙がその債務の履行を拒否し、又は乙の責めに帰すべき事由によって乙の債務につい

て履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

(1) 乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第75号）の規定により選

任された破産管財人 

(2) 乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第154号）の規定に

より選任された管財人 

(3) 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定

により選任された再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当する場合とみなされる場



合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして乙の責めに帰することができない事由によるもの

であるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。 

５ 第１項第１号の場合においては、甲は、その履行遅滞の日数に応じ、ライセンス料に対し契約締結日にお

ける政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項の規定に基づき定めら

れた政府契約の支払い遅延に対する遅延利息の率（以下「財務大臣が決定する率」という。）と同率の率を

乗じて計算した額（100円未満の端数が生じた場合はその端数を切り捨てた額）を乙に請求することができ

るものとする。 

６ 第２項の場合において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、甲は、当

該契約保証金又は担保をもって同項の違約金に充当することができる。 

（第三者に及ぼした損害） 

第14条 業務の履行において第三者に損害を及ぼしたときは、乙がその損害を賠償しなければならない。ただ

し、その損害のうち甲の責めに帰すべき事由により生じたものについては、甲が負担する。 

（乙の損害賠償請求等） 

第15条 乙は、甲が次の各号のいずれかに該当する場合は、これによって生じた損害の賠償を請求することが

できる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通念に照らして甲の責めに帰すること

ができない事由によるものであるときは、この限りではない。 

(1) 第10条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき。 

２ 甲の責めに帰すべき事由により、第２条第２項の規定によるライセンス料の支払いが遅れた場合において

は、乙は、未受領金額につきその遅延日数に応じ、契約締結日における財務大臣が決定する率を乗じて計算し

た額（100円未満の端数が生じた場合はその端数を切り捨てた額）の遅延利息の支払いを甲に請求することが

できる。 

（再委託の禁止） 

第16条 乙は、この契約の履行について他に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、書面により甲の

承諾を得たときは、この限りでない。 

（個人情報の保護） 

第17条 乙は、この契約による業務を行うため個人情報を取り扱う場合は、別記「個人情報取扱特記事項」を

遵守しなければならない。 

（秘密の保持） 

第18条 乙は、第17条の規定による個人情報の他、この委託業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らし、又は

他の目的に使用してはならない。 

（指導及び監督） 

第19条 甲は、この契約事項の実施について、随時に指導及び監督を行うことができる。 

（協議） 

第20条 この契約書に定めるもののほか、この契約の履行について必要な事項は、長崎県財務規則（昭和39年

長崎県規則第23号）の定めるところによるものとし、この規則及びこの契約書に定めのない事項で約定する

必要が生じたとき、又はこの契約に関する事項について疑義が生じたときは、必要に応じて甲乙協議のうえ

定める。 


